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橘木俊詔「格差社会　何が問題なのか」　（第一章～第三章）
１．要約

国内の指標をみても、国際的に比較しても日本では所得分配の不平等化が進んでいることがわかる。これは貧富の格差が増すという事を意味している。

日本社会において格差が拡大した要因として、長期不況による失業者の増加、雇用システムの変化、所得分配システムの変化、構造改革が考えられる。
　　・雇用システムの変化について
　　　　　正社員と比べて賃金が低く、雇用が不安定な非正規労働者が増えることは格差の拡大につながる。

　　　　　　企業側には労働コストが削減できるなどのメリットがあり、労働者側も自分の時間を持ちやすい非正規雇用を望む場合がある。しかし、希望に反して非正規労働者となっていることも多い。
　　　・所得分配システムの変化について

　　　　　　賃金決定の方法として分権化方式や成果主義が一般的になったことで企業間や個人間の賃金格差が生じている。
また、税の累進度が弱まったこと、社会保険料の負担増加と給付削減が再分配所得の格差拡大につながったといえる。

・構造改革について
構造改革は不良債権処理と公共事業の削減に成功した点については評価できるが、社会保険給付費の大幅なカットや、公共事業に変わる地域支援政策がとられていないことは格差拡大を助長している。
　　では、格差が広がることで日本社会にどのような変化が起きているのか。
　　日本の貧困を世帯類型・世帯主の年齢別にみると、貧困率が高くなっているのは高齢単身者、母子家庭、若年層だといえる。
　　母子家庭と若年層については働く場所がないことや、最低賃金があまりに低く設定されている事が影響している。
　　一方、現代における富裕層は企業の経営者と医者である。どちらも組織で地道に働くよりも自分がトップになって高所得を得たいと考える人が増えている傾向にあり、人材面での空洞化が心配される。
　　また格差が広がることによって教育や職業選択の面で機会の平等が奪われている。現代においては子どもの教育水準や職業水準は親の所得や職業に大きく影響されるからである。
　　女性の就職や昇進の機会の平等については明らかな差別は減少しているが、まだ完全に平等化したとはいえない。
２．論点　
①従来、労働者への賃金支払い方法として、年功序列制度が採られてきた。しかし、近年、成果主義賃金の導入が増えている。前者は、年齢さえ上がれば賃金が増えるので、人を平等に扱う考え方だといえる一方、有能な人も平等主義によって自分の賃金が増えない。後者は、有能な人を優遇することで勤労意欲を高め、企業の業績向上につながると考えられているが、労働者間の賃金格差の拡大が生じる。

では、自分が働くとして、どちらの制度の下で働きたいと思うか。以上の点を念頭に置いて、議論してほしい。

②社会保険料は、所得の多寡にかかわらず定額制になっているため(逆進性)、所得格差を拡大する要因となっている。しかし、少子高齢化を迎え、保険料の増額と給付の削減が採られ、格差はますます顕著になってきている。そこで、基礎年金の財源をすべて税でまかなう「全額税方式」の提案が世論で相次いでいる。税方式は保険料の未納が生じないという利点があるが、消費税率7％程度の税財源が追加的に必要になる(現在の税率5％と合わせて12％)。以上のことを考慮して、社会保険方式と税方式のどちらがいいか議論してほしい。

③公共事業には不必要な道路など無駄なものが多いといわれている。さらに、談合の温床になっており、官僚・官吏の関係企業への天下りなどを通じて政財官の癒着の原因になっているとの指摘もある。一方で、公共事業は金銭面や予算の面で地方を支える側面も持つため公共事業削減により地域間格差が深刻化したともいえる。　
そこで、公共事業の必要性について（以前の規模にもどすべきか）議論してほしい。
3.資料

成果主義賃金の導入事例（2003年4月から）
	　
	セイコーエプソン
	三菱自動車工業

	狙い
	・国際競争力の強化
・個人の成果と能力に基づく公正な処遇の実現
・人材の育成 
	・経営再建計画のテコ入れ
・目標の明確化による社員の意識改革の実現
・人材の育成

	特徴
	・係長と課長代理クラスの定昇、家族手当の廃止。年1回の査定で上乗せ額を決定
・係員クラスは定昇はあるが、5段階の等級ごとに上限を設定し、等級が上がらないと昇給せず
・係員クラスは生活保障として家族手当存続
・高卒でも努力次第で大卒並みの昇給・昇格が可能 
	・経験年数にとらわれず、一定期間の業績と本人の可能性に基づいて評価
・「一般職」「指導専門職」など職務区分ごとに一定の賃金幅を設定。同一職務区分の場合、ボーナスを除く年収で最大10％の格差
・評価する側とされる側のコミュニケーション強化


参照　http://www5.hokkaido-np.co.jp/motto/20030405/qa3.html
公共事業は単独事業と補助事業に分けることが出来る。

　単独事業：工事を発注する自治体の財源で行う

　補助事業：費用の大半を国に負担してもらい、残りの一部を自治体が負担する

東京都のように都市の規模が大きいところを除き、ほとんどの自治体の予算のうち税収は３割程度で残りは国からの交付金でまかなっている。

⇒国からの影響力が大きい

上記のように地方自治体は単独事業は財源的にあまりできないため、公共事業のほとんどは補助事業になっている。

だいたいの補助事業の場合、国が50％、都道府県が25%、市が25%の負担

⇒必要性はあまり考えずに土木建設業を潤わせるために公共事業が行われることもある

⇒建設業を票田とする議員との癒着

日本の公共事業関係費：GDPの10％程度から６％程度に減った（GDPは約500兆円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（欧州諸国は1.5~3パーセントの範囲内）

参照　http://web.kyoto-inet.or.jp/people/ytgw-o/koukyou.htm

